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庁 議 等 付 議 事 案 調 書 

開催日 令和 ２年１１月１３日 

局部名 教育委員会生涯学習部 

中 央 図 書 館 

財 政 局 資 産 経 営 部 

 

Ⅰ 会 議 名   庁 議   政策会議 

Ⅱ 付議事案名 花見川図書館・こてはし台公民館の複合化について    

Ⅲ 付議目的   方針決定   協議   報告  その他（    ） 

 

１ 決定事項 （協議事項 報告事項） 

・共に老朽化した、花見川図書館及びこてはし台公民館について、花見川図書館を大規模改修することで２施設を複合化する。 

 

２ 庁議に付議する理由・背景 

・令和２年９月に花見川図書館の空調機が故障し、その改修には１億円弱の費用が必要であること。また、空調機以外の設備につい

ても、昭和５３年の開館以来（築４２年）、大掛かりな改修工事はしておらず、故障リスクを抱えている。 

・こてはし台公民館についても築４０年を経過しており、老朽化が進んでいる。 

・資産の総合評価では両施設とも「当面継続」としており複合化を視野に検討することとなっていること、また、「図書館ビジョン２

０４０」では施設老朽化への対応として複合化やコンパクト化を図るとしていることから、これを契機に両施設の複合化を図る。 

・複合化により、公民館の主催講座やサークル活動における図書資料の活用をはじめ、公民館で育成した人材の図書館での活用、施

設の相互利用の促進などのメリットが見込まれる。 
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３ 方針決定（協議）後の課題・リスク 

・施設利用者及び周辺住民に丁寧な説明が必要である。 

・複合化後、跡施設となるこてはし台公民館について利用方法を検討する必要がある。 

４ 関係部局・副市長との調整状況 

 （１）関係部局との調整状況 

    令和２年９月、１０月、生涯学習部、中央図書館、資産経営部、総務局間で協議を行った。 

 （２）副市長への報告状況 

    令和２年１０月２２日 鈴木副市長に説明済 

        １０月２２日 川口副市長に説明済 

 

５ 第３次実施計画における位置づけ 

  第３部第２章第１節  生涯学習の推進 

  第４部第２章第５節  施設の適切な保全 

 

６ 対外公表の時期・方法 

（１）会議資料及び議事録の公表 

    庁内会議の公表に関する要綱に基づき、会議終了後、１か月以内に千葉市ホームページへ掲載する。 

 

７ 添付資料 

  別紙１：花見川図書館・こてはし台公民館の複合化について・・・・・・・・・３頁 

  別紙２：こてはし台地区の公共施設配置関係ついて・・・・・・・・・・・・・７頁 

  参考１：現状のレイアウト及び変更後のレイアウト・・・・・・・・・・・・・８項 

  参考２：開発許可制度運用指針の一部改正・・・・・・・・・・・・・・・・・１１項 
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花見川図書館・こてはし台公民館の複合化について 

 

１ 決定事項 

 

共に老朽化した、花見川図書館及びこてはし台公民館について、花見川図書館を大規模改修することで２施設を複合化する。 

 

 

２ 施設概要 

 花見川図書館 こてはし台公民館 

構 造 ･階 数  RC 造・2 階建 RC 造・平屋建 

築年･経過年数 S53・42 年 S55・40 年 

法定耐用年数  50 年 50 年 

延 床 面 積  1,200.05 ㎡ 503.00 ㎡ 

敷 地 面 積  1,655.46 ㎡ 1,626.00 ㎡ 

用 途 地 域  近隣商業地域 市街化調整区域 

駐 車 場 台 数  17 台（うち公用車置場 1 台） 10 台 

資産の総合評価 当面継続 当面継続 

その他 
令和２年９月に空調機が故障。 

空調改修には１億円弱必要。 

 

 

別紙１ 
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３ 改修基本方針 

【基本的な考え方】 

・資産の総合評価では、両施設とも「当面継続」とされており、複合化を視野に検討することとなっていた。 

・建替えと大規模改修を比較した際に、大規模改修の方が財政的に有利であること。 

・建替えの際には、建物解体から新規整備まで最短でも５年以上かかること。 

・大規模改修を実施することにより今後 20～30年は施設利用が可能なこと。 

以上より、建替えではなく大規模改修により施設整備を図る。 

・各施設を複合化することを考慮し、延床面積がより大きい、

現花見川図書館の１階部分を図書館、２階部分を公民館として改修する。 

  

（１）花見川図書館 

・蔵書数の整理（約 10 万冊→6 万冊）を行い、分館同様の蔵書構成とし、開架図書の閲覧中心とする。 

・２階読書室等は廃止し、1 階に閲覧席を設ける。 

・大規模改修期間中の図書館機能は、こてはし台公民館工作室で対応する。 

・来年度については必要最低限のルームエアコンを統廃合予定校からの移設にて対応。 

・駐車場需要の増加については、駐車区画線の整理により、５～７台程度増やすことで対応する。（既存１７台⇒２４台） 

 

（２）こてはし台公民館 

・現花見川図書館２階に移転する。 

・稼働率の低い専用調理室は廃止し、会議室兼用とする（犢橋公民館方式）。 

・貸出諸室を５室から４室に整理する。 
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４ 想定改修平面図と延床面積 

 

 

施設名 既存面積  改修後面積  縮減面積  

花見川図書館 約 1,200 ㎡ 約 710 ㎡ ▲約 490 ㎡ 

こてはし台公民館 約 503 ㎡ 約 490 ㎡ ▲約 13 ㎡ 

計 約 1,703 ㎡ 約 1,200 ㎡ ▲約 503 ㎡ 
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清掃控室
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貸し出しカウンター

キッチンコーナー

ホール
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ﾌﾞｯｸ
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ﾌﾞｯｸ
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階段下に
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あり）

（63㎡）

会議室

（29㎡）

講堂

（87㎡）

開架書庫・閲覧室（児童図書コーナー含）

（329㎡）

図書館事務室
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図書館閉架書庫

（26㎡）

７人乗EV ７人乗EV

キッチンコーナー
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５ 整理すべき課題（主なもの） 

（１）こてはし台公民館跡施設の利用方針 

市街化調整区域であり、利用できる用途は限られるが、国土交通省より地域再生等に活用される場合の既存建築物の用途変更

の運用弾力化について技術的提言が出されており、制度運用の状況を注視しつつ、地域振興を担う飲食店等への用途変更の可能

性について引き続き検討を行う。 

 

６ スケジュール（最短）及び概算費用（想定） 

＜本年度スケジュール（案）＞ 

R2.10    臨時予算要求・庁内調整 

R2.11    政策会議 

R2.12    議会説明 

R2.12～R3.4 利用者・地元説明 

【単位】百万円

令和
2年度

３年度 ４年度 ５年度 計

実施設計 改修工事 供用開始

20 250 270

0

計 0 20 250 0 270

跡施設利用検討

概
算
費
用

花見川図書館

こてはし台公民館
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こてはし台地区の公共施設配置関係 

 

 

別 紙 ２ 



8 

現状のレイアウト及び変更後のレイアウト 

既存花見川図書館平面図 

 

 

１F ２F

ロビー

給湯室
図書館

閉架書庫

対面音訳室

閲覧コーナー

風除室

DS ﾌﾞｯｸ

ﾘﾌﾄ

ﾌﾞｯｸ

ﾘﾌﾄ

読書室

会議室

便所 便所

中庭

作業室

機械室

貸出カウンター
坪庭

会議室

図書館事務室

警備員控室

準備室 図書館閉架書庫

前室

中庭

一般図書コーナー児童図書コーナー
多目的室

令和元年度利用者　73,253人

参 考 １ 
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既存こてはし台公民館平面図 

 

令和元年度実績
利用人数：17,088人
利用率：40.6％
利用サークル数：５２団体

準備室

和室

談話室

一体使用
42.95㎡・30人

湯沸
印刷室

和室

駐車場（１０台）

講堂　B

87.24㎡・60人

ＡとＢは一体使用可能

　
駐
車
場
側
入
り
口

32.43㎡・24人 31.44㎡・30人

工作室 会議室

玄関 女子便所

43.62㎡・20人

事務室

駐
輪
場

講堂　A

34.13㎡・20人

男子便所

調理実習室
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改修後の平面図（想定） 
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平成２８年１２月２７日 

都 市 局 都 市 計 画 課 

市街化調整区域の古民家等を観光振興や移住・定住促進に活用できるよう 

開発許可制度の運用を弾力化 

～ 開発許可制度運用指針の一部改正 ～ 

 

市街化調整区域における建築物の用途変更について、古民家等の既存建築物を地域資源と

して、既存集落のコミュニティ維持や観光振興等による地域再生に活用する場合に、許可の

運用が弾力化されるよう、地方公共団体に技術的助言を発出します（開発許可制度運用指針

の一部改正）。 

１．背景 

○ 都市計画法の規定に基づき、市街化調整区域においては、開発が制限されてい

ますが、既存建築物の用途変更の場合においても、都道府県知事等の許可が必要

とされています。 

○ 近年、市街化調整区域においても、人口減少・高齢化の進行により、空家が数

多く生じており、集落におけるコミュニティの維持が困難となるなど地域活力の

低下等の課題が生じています。 

○ これに対し、空家となった古民家や住宅などを地域資源ととらえ、観光振興や

集落の維持のために活用したいという声があることを踏まえ、既存建築物を活用

した地域再生の取組に対して、許可の運用を弾力化することとしました。 

２．改正概要 

 市街化調整区域における既存建築物の用途を変更し、例えば以下の用途に供する場

合には、地域の実情に応じ、弾力的に許可が受けられるよう開発許可制度運用指針の

一部を改正します。 

【対象とする用途類型】 

（１）観光振興のために必要な宿泊、飲食等の提供の用に供する施設 

   現に存在する古民家等の建築物自体や、その周辺の自然環境・農林漁業の営み

を、地域資源として観光振興に活用するため、当該既存建築物を宿泊施設や飲食

店等に用途変更する場合 

（２）既存集落の維持のために必要な賃貸住宅等 

   既存集落においてコミュニティや住民の生活水準の維持を図るため、当該集落に

存する既存建築物を、移住・定住促進を図るための賃貸住宅、高齢者等の福祉増

進を図るためのグループホーム等に用途変更する場合 

３．開発許可制度運用指針について 

地方自治法第２４５条の４に基づく技術的助言であり、開発許可制度の運用にあた

っての考え方をわかりやすい形で示したものです。 

※詳しくは、以下のホームページをご覧ください 

http://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/toshi_city_plan_tk_000011.html 

 

【問い合わせ先】国土交通省都市局都市計画課 

 佐藤（内線 32697）、平賀（内線 32692）、伊藤（内線 32695） 

TEL 03-5253-8111(代表 )03-5253-8409(直通)  FAX 03-5253-1590 
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【機密性２】

○人口減少・高齢化の進行により、市街化調
整区域における空家の発生、コミュニティの
維持困難や地域活力の低下等が課題

○空家となった古民家などを地域資源ととらえ、
既存集落のコミュニティ維持や観光振興等
による地域再生に活用したいという要請

・都市計画区域マスタープランや市町村マスタープラン、地域振興、観光振
興等に関する方針や計画等と整合していること

①観光振興のために必要な宿泊、飲食等の提供の用に供する施設

現に存在する古民家等の建築物自体や、その周辺の自然環境・農林

漁業の営みを、地域資源として観光振興に活用するため、当該既存建

築物を宿泊施設や飲食店等に用途変更する場合

②既存集落の維持のために必要な賃貸住宅等

既存集落においてコミュニティや住民の生活水準の維持を図るため、

当該集落に存する既存建築物を、移住・定住促進を図るための賃貸住

宅、高齢者等の福祉増進を図るためのグループホーム等に用途変更す

る場合

弾力化の対象とする用途類型

改正概要背景・必要性

開発許可制度運用指針の一部改正（既存建築物の用途変更の運用弾力化）

市街化調整区域における建築物の用途変更について、空家などの既存建築物を地域資源として、既存集落のコ
ミュニティ維持や観光振興等による地域再生に活用する場合に、許可の運用の弾力化を可能とする技術的助言
を発出（H28.12.27）

○適法に建築された既存建築物は、周辺に一
定の公共施設等が整備され、新たに行う開
発に比べ周辺の市街化を促進するおそれ
は低い。

○地域再生など喫緊の政策課題への対応で
あり、市街化調整区域において実施するや
むを得ない事情が認められる。

※許可に当たり考慮すべき事項

市街化調整区域における
既存建築物の用途変更の運用弾力化

・転用目的の開発を防止するため、用途変更の対象となる既存建築物につ
いて、相当期間適正に利用されたこと（10年程度を目安）などを総合的に判
断すること

※既存建築物の要件
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平成２７年４月１６日 

   

 

市街化調整区域における開発許可の運用見直しによる 

遊休公共施設の有効活用について 
 

 

 

 

 

 

  

 

 ※１ 市街化調整区域 

    都市計画法で市街化を抑制する区域と定められており、同区域内において行うことのできる開発や用途変

更は制限されている。 

※２ 合志市、菊陽町、嘉島町、益城町 

 

１ 現状と課題 

自治体においては、公共施設等の適正な管理や施設の有効活用が求められている。また、

地域における魅力ある多様な就業機会の創出は重要かつ喫緊の課題となっている。さらに、

民間活力を呼び込み、遊休公共施設を有効活用して地域の活性化に繋げたいという自治体の

思いと市街化調整区域内の開発許可制度との整合性が課題となっている。 

自治体所有の遊休公共施設を民間へ貸し出すことは、それらの課題を解決するために有効

であると考えられる。 

 

２ 主な適用要件 

① 当該既存建築物が、自治体の公共施設等総合管理計画等において、民間事業者等に貸

し付けることが望ましいと位置付けられたものであること。 

② 当該既存建築物の近隣の市街化調整区域に居住する者の福祉の充実や雇用の促進等、

地域コミュニティの維持又は活性化に寄与するものであること。 

③ 集客性の高い施設には該当しないこと。 

 

３ 運用開始日 

  平成２７年４月１６日 

 

 

 

 

 

 

 

＜問い合わせ先＞ 

土木部建築課 

小路
しょうじ

永
なが

（内線6212） 

吉本
よしもと

（内線6213） 

報道資料 

熊本県は、地方創生の観点から、市街化調整区域(※１)における自治体(※２)

所有の遊休公共施設全般について、全国で初めて民間事業者への貸付けによ

る用途変更を許可の対象とします。 
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